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H１８年度 初 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8

H１９年度 初 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9

H２０年度 初 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

２１年度 初 22 23 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

２２年度 初 23 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

２３年度 初 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

２４年度 初 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

２５年度 初 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

２６年度 初 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

２７年度 初 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

２８年度 初 29 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

２９年度 初 30 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

３０年度 初 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

R１年度 初 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

２年度 初 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

３年度 初 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

４年度 初 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

５年度 初 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

６年度 初 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

7年度 初 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

初任研

修了

初年度

＜現任研修受講時の留意点＞（参考：一般相談支援の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの（平成24年3月30日厚生労働省告示第226号））

１　更新（現任研修受講）の考え方（告示）

（１）相談支援従事者初任者研修を修了した年度の翌年度を初年度とした5年度ごとの各年度の末日までに相談支援従事者現任研修（または主任研修）を修了すること。

（２）当該研修を修了した旨の証明書の交付を受けた者であること。

２　相談支援従事者現任研修受講実務経験要件等（令和2年度改正内容）（表中青枠部分参照）
（１）初回の現任研修受講開始日を起算点として、過去５年間に通算して２年以上の相談支援の実務経験があること

（２）2回目以降の現任研修受講開始日を起算点として、過去５年間に通算して２年以上の相談支援の実務経験があること又は現に相談支援業務に従事していること

年度

相談支援専門員の要件（研修体系の概要）　

【例示】 障がい者相談支援従事者（相談支援専門員）現任研修受講（更新）早見表

：第１回更新期間 ：第２回更新期間 ：第３回更新期間 ：第４回更新期間

※ 受講希望者は、実務経験の確認が必要となるため、今後研修実施者である長野県相談支援専門員協会が発表する募集要項を十分に留意し、内容を確認すること。

※相談支援専門員として配置されるにあたり、令和8年度末で研修受講の要件を満たさなくなる者は、下記のとおり。

①平成18年度に「障害者ケアマネジメント従事者研修」を修了した者に対する研修を受講し、平成19年度から平成２3年度までに初回、平成２4年度から平成28年度までに２回目、

平成29年度から令和3年度までに3回目の現任研修等を受講し、それぞれにおいて修了証の交付を受けた者。

②平成２3年度に初任者研修を受講し平成24年度から平成２8年度までに初回、平成２9年度から令和3年度までに２回目の現任研修等を受講し、それぞれにおいて修了証の交付を受けた者。

③平成２8年度に初任者研修を受講し、平成２9年度から令和3年度までに初回の現任研修を受講し、それぞれにおいて修了証の交付を受けた者。

④令和3年度に初任者研修を受講し、修了証の交付を受けた者。

実務経験期間



相談支援従事者現任研修受講実務要件の証明方法について
１ 初回の現任研修受講の場合

証明の期間の始期は、相談支援専門員として配置された旨を届け出た、変更届出書の変更年月日とする。
証明の期間の終期は、令和８年７月１日とする。
この間に通算して２年以上の相談支援の業務に従事していることの証明が必要となる。

２ ２回目以降の現任研修受講の場合であって、現に相談支援に従事している者の場合
証明の時点は令和８年7月１日現在とする。この時点で相談支援の業務に従事していることの証明が必要となる。

３ ２回目以降の現任研修受講の場合であって、現に相談支援に従事していない者の場合
証明の始期は、令和３年９月９日又は相談支援専門員として配置された旨を届け出た、変更届出書の変更年月日を比較し、
より遅い日付とする。
証明の期間の終期は、令和８年７月１日とする。この間に通算して２年以上の相談支援の業務に従事していることの証

明が必要となる。

※ 証明の終期を令和８年９月９日とすることで実務経験の期間が２年以上となる場合に限り、指定権者へ事前に相談するこ
とを条件として、見込みでの証明を可とする。

※ 地域生活支援事業に関わる事業については、委託元である市町村（都道府県事業にあっては長野県）が認める場合に限ら
れているため、早めに相談するようにしてください。

１の必要書類 ・配置の届出控えの写し ・初任者研修終了証 ・実務経験確認表

２の必要書類 ・配置の届出の控えの写し・直近の相談支援従事者研修（現任又は主任）修了証・実務経験確認表

３の必要書類 ・配置の届出の控えの写し ・直近の相談支援従事者研修（現任又は主任）修了証・実務経験確認表



「（現任研修の）実務経験に認められる相談支援等の業務」

①障害児相談支援事業
②特定相談支援事業
③一般相談支援事業（地域移行・地域定着）

④地域生活支援事業における障害者相談支援事業
⑤地域生活支援事業における基幹相談支援センター
⑥地域生活支援事業における相談支援に関する都道府県事業
⑦地域生活支援事業における相談支援に関する市町村事業

※④～⑦については当該業務を委託する自治体が認める場合
に限る
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「地域生活支援事業における相談支援に関する事業の例」

・地域生活支援拠点等における拠点コーディネーターの業務
・医療的ケア児支援センター
・高次脳機能障害及びその関連障害に対する支援普及事業
・発達障害者支援センター
・障害者就業・生活支援センター
・障害児等療育支援事業
・地域活動支援センター（１型のみ）

※いずれも当該業務を委託する自治体が認める場合に限るため、実務
経験確認表に市町村担当課（県事業の場合には事業所を所管する保健
福祉事務所担当課）から証明を受けてください。





初任者研修の修了証を交付されている
（現任研修初回の受講）

現任研修の修了証を交
付されている

（2回目以降の受講）

現に相談支援事業に従事している

現
任
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修
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可
能

事業所が証明
事業所の届出控の写しを添付

→事業所の廃止な
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→地活の部分は行
政でフォロー

事業所が証明
実務経験確認表を添付
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不
可

現に相談支援事
業に従事してい

ない

相談支援専門員として再度配
置されるには、改めて初任者

研修を修了すること

相談支援等の
業務に

２年以上の実
務経験

あり

なし

相談支援従事者現任研修受講要件の証明方法フローチャート 別添資料 ３
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